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会計年度任用職員制度小委員会報告
雇用期間3年に満たない場合は来年度継続可！報酬支給日延伸は論外！

常勤職員は当月払い、会計年度任用職員は翌月払い。同一労働同一賃金の視点に反しない？
　県労連は8月9日、会計年度任用職員制度について幹事団交渉を行いました。（当局提案は裏面参照）

5月の県労連幹事団交渉で、条例化に関する課題が一定確認されたため、今回の交渉は条例化以外の部分で残された課題について当局から提案があったものです。当初は7月に行われる予定でしたが、当局の都合で延期されていました。
名簿方式について改めて検討を
　当局が真摯に検討されたことは大変評価するところですが、どうも難しく考えてしまっているようです。
　自治労県職労が提案しているのは、〇希望者が希望する職や地域等を記載した履歴書等を提出し、名簿登載する。〇各所属は、会計年度任用職員が必要となった場合に、登録名簿から適任者を選び、面接・書類審査を行い、雇用者を決定する、という方式です。

　この方式であれば、現行制度のように実績のある非常勤職員が高倍率の中で雇用されないという事態を回避できる可能性が高くなり、引き続き県で雇用される可能性が高くなります。また、採用する側も数十名の希望者の面接を行う負担が緩和され、職務経験などその所属が必要とする職員を確保することができます。
最低賃金に抵触しない制度設計を

　先日最低賃金の引き上げが決定され、10月から神奈川県はついに千円を超え、1,011円となります。
　会計年度任用職員の基礎額は行政職（１）では1級1号です。これを現在の計算式で算定すると地域手当相当込でも、日給、時間給は最低賃金を下回ります。
　当局は最低賃金に抵触しないよう検討しているようですが、自治労県職労としては最低限、38時間45分×4週＝155時間で除する方法を求めるとともに、最低賃金の高い神奈川では、基礎額1級1号では常に最低賃金に抵触する恐れがあることから、基礎額の引上げも視野に入れる必要があることを主張しています。
報酬支給日の延伸は容認しません
　現在多くの非常勤職員は翌月の7日支給ですが、当局から翌月16日支給への延伸提案がありました。
　理由としては、「締め切り後の変動のために、追給・戻入が発生しているため」ということです。
　ミスによるものではないのですから、追給・戻入が発生するのはやむを得ないものです。
追給・戻入をなくすために、ただでさえ収入の少ない非常勤職員の報酬支払日を先に伸ばすことの方が大きな問題です。
交渉で自治労県職労は、「制度導入に合わせて当月払いにすべき。当月払いにできない法的な課題があるのなら教えてほしい。」と質しました。
総務省マニュアルのＱ＆Ａでは「報酬を翌月払いにしてもよいか。」との問いに対して、まず「労働基準法第24条第2項において『賃金は、毎月1回以上、一定の期日を定めて支払わなければならない。』と規定されている。」とし、労働法コンメンタールを引用して「設問のような方法も想定しうるが、この場合においても、『常勤職員との権衡には十分留意』されたい。」と回答しています。
自治労県職労は報酬支払日の延伸は許さず、労基法の基本である当月払いを求めていきます。
十分な交渉期間を求めます

当初のスケジュールでは、条例以外の課題についても9月を目途にある程度取りまとめる方向でした。しかし、当局の交渉設定が大幅に遅れたことから、条例提案までにすべての課題の交渉を行うことは困難です。条例化にかかわらない課題については、引き続き十分な交渉期間を確保するよう求めます。
また、臨時的任用職員の課題については、早急に交渉設定を求めます。
8月9日の会計年度任用職員制度小委員会での当局提案（概要）
	区分
	提案内容

	任用
	公募以外の職
	限定された専門的な知識や経験が必要な職で、特定の団体等の推薦により雇用が可能な職
例：医師、歯科医師、弁護士、公認会計士、鳥獣保護管理員、工芸職　等

	
	名簿方式
	名簿登載のための面接等を実施する必要がある。応募側、面接側双方の負担増となる。名簿登録制は行わない。

	移行
	行政補助員
	3年の上限到達時又は退職時に公募を実施（令和2年度～令和4年度向けまでに全職公募を実施）。

	
	行政補助員以外
	〇3年に達していない職は、上限到達時又は退職時に公募を実施。
〇3年を超える職は、当初雇用時の公募の有無にかかわらず、令和2年度に向け公募を実施。
〇ただし、本庁のグループ、出先の課単位で同一の職を複数雇用している場合は段階的な公募を可とする。

	
	日々雇用職員
	〇移行初年度は公募によらない選考とし、3年で公募を行う。
〇ただし、本庁のグループ、出先の課単位で同一の職を複数雇用している場合は、上記と同様とする。

	フルタイム
	当分の間、フルタイム会計年度任用職員制度は運用しない。

	基礎額・上限額
	区分
	現行
	移行後

	
	
	基礎
	上限
	基礎
	上限

	
	
	適用号給
	月額
	適用号給
	月額
	適用号給
	月額
	適用号給
	月額

	
	一般事務・技術
	行(1)1-1と1-5の中間
	146,350円
	行(1)1-29
	187,300円
	行(1)1-1
	144,100円
	行(1)1-29
	187,300円

	
	技能職(1)
	技能1-25
	155,500円
	技能1-55
	198,800円
	現行どおり
	現行どおり

	
	技能職(2)
	技能1-17
	146,000円
	技能1-49
	192,300円
	
	

	
	看護師・助産師
	医(3)2-5
	198,800円
	医(3)2-45
	253,900円
	
	

	
	准看護師
	医(3)1-5
	168,800円
	医(3)1-45
	231,500円
	
	

	
	獣医師他大卒
	医(2)2-1
	187,100円
	医(2)2-29
	234,100円
	
	

	
	理学療法士他
	医(2)1-17
	175,700円
	医(2)1-45
	215,200円
	
	

	
	歯科衛生士他
	医(2)1-9
	161,300円
	医(2)1-37
	205,400円
	
	

	
	医師・歯科医師
	医(1)1-17
	303,400円
	医(1)2-33
	421,000円
	
	

	
	福祉職・心理
	医(2)2-1
	187,100円
	医(2)2-29
	234,100円
	福祉1-21
	186,400円
	福祉1-61
	234,600円

	
	保育士
	医(2)1-9
	163,000円
	医(2)1-37
	205,400円
	福祉1-11
	170,700円
	福祉1-33
	205,600円

	期末手当・加給の支給要件
	1 ６箇月要件：会計年度内だけでなく、計算期間内の任用を通算（任用が引き続いていない場合も通算可）して６箇月以上となる場合は、支給対象とする。
　☆考え方：次のいずれかを満たす場合、支給
　・基準日時点の雇用書で任期が６箇月以上。
　・６箇月未満の場合、計算期間内の任期（引き続いていない場合も含む。）を現任期と通算して６箇月以上。
　☆在職期間の通算
　　例えば、Ａ所属で12月2日から3月31日まで雇用されていた非常勤職員が、4月1日から6月30日までＢ所属で任用された場合、それぞれの任意を合算して６箇月以上を満たしているものとする。任命権者が異なっても可。
2 週２日（15時間30分）要件：週15時間30分以上勤務している場合は、支給対象とする。
　☆考え方：勤務時間等の要件は、現行では１個月当たりの勤務日数や１日の勤務時間等の要件があるが、これらの要件を廃止し、週当たりの勤務時間で判断する。
③ 期末手当等基礎額：期末手当と加給は、基本報酬と地域手当相当分報酬を基礎として算出する。

	特殊勤務手当相当分報酬額
	【現行】支給する場合は、次のいずれかにより支給
　〇旧給料表の調整額として報酬額表に基づく基本報酬に含めて支給
〇要綱に基づく「給与上の措置」として支給。　　　　　　移行後の勤務時間による割り落しの有無
　〇基本報酬に含めて支給（単価協議）
【移行後】原則として、再任用短時間勤務職員に
準拠して、特殊勤務手当相当分として支給
　〇対象業務：常勤職員・再任用職員に準拠する。
　〇支給額：再任用職員に準拠する。
　〇原則として、翌月の報酬支払い日に支給。　　　※印は、一部例外取扱有。

	報酬支給日
	【現行】非常勤職員及び日々雇用職員の報酬・賃金は、雇用形態に応じて、４回の支給日を設けている。
1 県立高等学校時間講師：毎月１６日（当月払い）
2 それ以外の非常勤職員及び日々雇用職員：毎月７日（翌月払い）
3 退職者等へのいわゆる速やか払い：毎月２５日（②の職員）と末日（①の職員）。
【移行後】会計年度任用職員制度への移行に伴い、翌月払いに統一する。
　〇支給日を毎月１６日（翌月払い）とする。
　〇また、退職者への、いわゆる速やか払いについては、支給日の統一に合わせ、毎月末日とする。

	営利企業従事等許可
	〇パートタイム会計年度任用職員は、地公法第38条の適用除外となり、営利企業従事が可能。
〇労働時間の把握、信用失墜行為の禁止、職務専念義務が適用になることから、従事する業務内容の報告を要する。





















































職員の区分�
月額�
日額�
時間額�
回額�
�
（現行）３／４非常勤�
有�
有※�
無�
無※�
�
（移行後）会計年度任用職員�
有�
無�
無�
無�
�
再任用短時間職員�
有�
無�
無�
無�
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